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表紙

車社会に  夢・豊かさ・安心を

Staffing Services

Logistics Services

Information Services

Mobility Services

Providing Dreams , Comfort , and Security
for the car oriented lifestyle

証券コード：9368

第53回
定時株主総会
招集ご通知
日 　時
　

2024年6月20日（木曜日）午前10時
(受付開始：午前9時)

場 　所
　

名古屋市中区錦三丁目11番13号
ホテル名古屋ガーデンパレス 3階 ｢栄の間｣
(末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。)

決議事項
　

第1号議案　剰余金の処分の件
第2号議案　取締役9名選任の件

株主総会当日にご来場の株主様への
お土産のご用意はございません。
何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。
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株主の皆様へ

－ 株主の皆様へ －

代表取締役社長
　

未来を見据えた「中期経営計画2026」
への挑戦と新たな価値創造に向けて

　株主の皆様におかれましては、日頃より当社
グループの活動にご理解とご支援をいただき、
心より感謝申しあげます。

　当期を振り返りますと、世界的な物価上昇や
地政学リスク等の厳しい経営環境の中、「全員
参画によるOne Team経営」での現場力の強化
と、お客様のニーズを現場第一線で掴み、スピ
ード感を持って行動することで、既存事業の枠
を超えた事業戦略の推進と元より大切にしてき
た現場での地道な活動を貫いたことにより、売
上・利益において過去最高を達成することがで
きました。（詳細は、16頁をご覧ください。）
また、当社株式における時価総額が初めて400
億円を超えるなど、株式市場においてもご評価
をいただけているものと感じており、一定の基
盤構築ができたと考えております。

　事業戦略を推進する中で把握した課題に加
え、目まぐるしく変化する外部環境を認識した

上で、更なる成長を遂げる為に3月27日に「中期
経営計画2026」を公表いたしました。

　今期は、「中期経営計画2026」の1年目として
当社グループの「強みの実践と発信」により、お
客様に選んでいただける職場（商品）づくりこそ
『キムラブランド』と位置付け、従業員の成長に
繋げることにより、経営理念である「会社はお客
様のためにあり、社員と共に会社は栄える」を実
現させてまいります。

　こうした活動を通じて、グループ全体で複合的
サービスの強みを最大限に発揮しながら、お困り
ごと解消やご期待事項に取り組み、更なる価値の
創造を実現する「お客様第一」の活動の展開に努
めてまいります。

　株主の皆様におかれましては、より一層のご指
導ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。
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経営理念、目次

経営理念

「会社はお客様のためにあり
社員とともに会社は栄える」

経営姿勢

１．顧客価値の実現
２．収益基盤の強化

３．人と組織の活力の向上
４．環境との調和と社会的責任の履行

　

目 次
(頁)

株主の皆様へ  ……………………………… 1
経営理念・経営姿勢  ……………………… 2
株主総会招集ご通知  ……………………… 3
株主総会参考書類  ………………………… 7
事業報告  …………………………………… 16
連結貸借対照表  …………………………… 33
連結損益計算書  …………………………… 34
貸借対照表  ………………………………… 35

　

(頁)

損益計算書  ………………………………… 36
連結計算書類に係る会計監査報告  ……… 37
計算書類に係る会計監査報告  …………… 38
監査役会の監査報告  ……………………… 39
ご参考資料
▪株主メモ・お知らせ・株主優待制度
▪株主アンケートについて
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招集ご通知

株 主 各 位 証券コード  9368
(発送日)2024年６月３日

(電子提供措置の開始日)2024年５月29日

名古屋市中区錦三丁目８番32号

代表取締役社長　成　瀬　茂　広

当社ウェブサイト
https://www.kimura-unity.co.jp/ir/stock_info/meeting.html

株主総会資料　掲載ウェブサイト
https://d.sokai.jp/9368/teiji/

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第53回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第53回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提
供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブ
サイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しており
ますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、銘柄名（会社名）又は証
券コードを⼊⼒・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／PR情報」を選択のうえ、「縦覧書類」にある「株主総
会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認くださいますようお願い申しあげます。

　なお、書面（郵送）又はインターネットによる議決権のご行使にあたりましては、お手数ながら株主総会参
考書類をご検討のうえ、2024年６月19日（水曜日）午後５時までに議決権をご行使いただきたくお願い申し
あげます。

敬　具
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招集ご通知

■１  日　　時 2024年６月20日（木曜日）午前10時

■２  場　　所 名古屋市中区錦三丁目11番13号
ホテル名古屋ガーデンパレス　３階「栄の間」
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

■３  目的事項 報告事項 １. 第53期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）事業報告、連結計算書
類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第53期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）計算書類報告の件
決議事項 第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役９名選任の件

　● 書面(郵送)により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示
があったものとしてお取り扱いいたします。

　● 当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
　● 書面(郵送)又はインターネットによる議決権行使の方法につきましては、次頁をご覧ください。
　● 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前頁インターネット上の当社ウェブサイト等において、その旨、修正前及び修

正後の事項を掲載いたします。
　● 本総会に関しまして、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様へ一律に電子提供措置事項を記載した交付書面をお

送りしております。
但し、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、交付書面には記載
しておりません。なお、交付書面の非掲載分につきましては、監査報告を作成するに際し、監査役及び会計監査人が監査
をした書類の一部であります。
・主要な事業内容
・主要な営業所及び工場
・国内・海外の拠点
・使用人の状況
・主要な借⼊先
・会計監査人の状況
・業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
・連結株主資本等変動計算書
・連結注記表
・株主資本等変動計算書
・個別注記表

<当社の対応について>
　● 座席数を上回るご来場の場合は、ご着席いただけない場合がございます。ご了承くださいますようお願いいたします。
　● お土産のご用意はございません。
　● 今後の状況により株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合は、インターネット上の当社ウェブサイトにてお知らせいた

します。

記

以　上
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご記入のうえ、ご返送くださ
い。

次頁の案内に従って、議案の賛否を
ご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2024年６月20日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

2024年６月19日（水曜日）
午後５時到着分まで

2024年６月19日（水曜日）
午後５時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書はイメージです。

第1号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

第2号議案

● 書面(郵送)及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたし
ます。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

● 書面(郵送)により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り
扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「初期パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）
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剰余金処分議案

第１号議案 剰余金の処分の件

株主に対する配当財産の割当てに
関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき　　　金30円
総　額　　　　　　648,446,670円

剰余金の配当が効力を生じる日 2024年６月21日

【ご参考】
配当政策

配当金の推移

株主総会参考書類
議案及び参考事項

期末配当に関する事項
　期末配当につきましては、当社の配当政策に基づき、業績の状況及び経営環境等を勘案し、次のとおりといたした
いと存じます。中間配当として１株につき25円お支払しておりますので、当年度の年間配当は１株につき55円とな
ります。これにより、前年度の年間配当と比較し、１株につき13円の増配となります。

　当社の利益配分につきましては、これまでの財務基盤の強化や継続的な安定配当の姿勢から、更に重点分野への積
極的投資や還元の向上とともに、財務基盤の維持に努めることにより、連結配当性向４０％を目標としてまいります。
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特別／記念配当
（単位：円）
中間配当 期末配当

(注)2022年7月1日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っております。
このため、過去データにつきましても、株式分割を考慮して表示しております。
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取締役選任議案

第２号議案 取締役９名選任の件

候補者
番　号 氏名 候補者属性 現在の当社における地位・担当

取締役会
出席状況

（2023年度）

1
き む ら

木村　
ゆ き お

幸夫 再 任
　

代表取締役会長 13/13回
100%

2
な る せ

成瀬　
し げ ひ ろ

茂広 再 任
　

代表取締役社長 13/13回
100%

3
き の し た

木下　
た け し

毅司 再 任
　

取締役副社長
物流サービス事業・情報サービス事業担当

13/13回
100%

4
こ や ま

小山　
ゆ き ひ ろ

幸弘 再 任
　

取締役副社長
モビリティサービス事業・管理本部担当、
女性活躍推進担当、
ＫＩＭＵＲＡ，Ｉｎｃ．ＣＥＯ

13/13回
100%

5
き む ら

木村　
た だ あ き

忠昭 再 任
　

取締役 13/13回
100%

6
ひ ら の

平野　
よ し の り

善得 再 任 社 外 独 立
　

社外取締役 13/13回
100%

7
え や ま

江山　
じゅん

純 再 任 社 外 独 立
　

社外取締役 13/13回
100%

8
す ず き

鈴木 ｼｭｳﾞｧｲｽｸﾞｰﾄ 
え り こ

絵里子
再 任 社 外 独 立

　
社外取締役 11/11回(注１)

100%

9
か り や

苅谷　
こ う へ い

公平 新 任 社 外 独 立
　

―（注２） ―（注２）

再 任 再任取締役候補者 新 任 新任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 東京証券取引所等の定めに基づく独立役員

　取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役９名の選任をお願い
するものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

（注１）鈴木ｼｭｳﾞｧｲｽｸﾞｰﾄ絵里子氏の取締役会出席状況は2023年6月22日就任後の状況を記載しております。
（注２）苅谷公平氏は新任取締役候補者のため、現在の当社における地位・担当及び取締役出席状況（2023年度）についての記載はありません。
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取締役選任議案

候補者番号

1
き む ら

木村　
ゆ き お

幸夫 (1951年12月14日生) 再 任
　

所有する当社の株式数
496,200株

　

    1973年    10月 当社取締役
    1991年    4月 当社代表取締役専務
    1991年    6月 当社代表取締役社長
    2016年    4月 当社代表取締役会長

現在に至る

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

　
取締役候補者とした理由
　木村幸夫氏は、長年に亘り、当社グループを拡大・牽引するとともに、取締役会における積極的
な発言、経営の重要事項の決定や業務執行に対する監督など、取締役としての適切な役割を果たし
ております。
　同氏のこれまでに培われた幅広い経験や知見は､今後の当社のグループ経営に必要不可欠と判断
し､選任をお願いするものであります。

　

候補者番号

2
な る せ

成瀬　
し げ ひ ろ

茂広 (1960年8月30日生) 再 任
　

所有する当社の株式数
65,700株

　

    1983年    4月 トヨタ自動車㈱入社
    2010年    8月 トヨタ自動車㈱生産部品物流部部長
    2015年    1月 トヨタ自動車㈱物流管理部部長
    2016年    1月 トヨタ自動車㈱サービスパーツ物流部部長
    2019年    3月 当社顧問
    2019年    6月 当社常務取締役
    2020年    6月 当社取締役副社長
    2021年    6月 当社代表取締役社長

現在に至る

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

　
取締役候補者とした理由
　成瀬茂広氏は、当社グループを拡大・牽引するとともに、取締役会における積極的な発言、経営
の重要事項の決定や業務執行に対する監督など、取締役としての適切な役割を果たしております。
　同氏のこれまでに培われた幅広い経験や知見は､今後の当社のグループ経営に必要不可欠と判断
し､選任をお願いするものであります。
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取締役選任議案

候補者番号

3
き の し た

木下　
た け し

毅司 (1959年3月6日生) 再 任
　

所有する当社の株式数
29,600株

　

    2007年    4月 当社執行役員
    2017年    6月 当社取締役
    2020年    6月 当社常務取締役
    2021年    6月 当社取締役副社長

2024年    4月 当社取締役副社長
物流サービス事業・情報サービス事業担当
現在に至る

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

　
取締役候補者とした理由
　木下毅司氏は、長年に亘り、物流サービス事業を拡大・牽引するとともに、取締役会における積
極的な発言、経営の重要事項の決定や業務執行に対する監督など、取締役としての適切な役割を果
たしております。
　同氏のこれまでに培われた幅広い経験や知見は､今後の当社のグループ経営に必要不可欠と判断
し､選任をお願いするものであります。

　

候補者番号

4
こ や ま

小山　
ゆ き ひ ろ

幸弘 (1958年12月18日生) 再 任
　

所有する当社の株式数
48,700株　

    2007年    4月 当社執行役員
    2014年    6月 当社取締役
    2018年    6月 当社常務取締役
    2020年    6月 当社専務取締役
    2021年    6月 当社取締役副社長

2024年    4月 当社取締役副社長
モビリティサービス事業・管理本部担当、
女性活躍推進担当、ＫＩＭＵＲＡ，Ｉｎｃ．ＣＥＯ
現在に至る

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

　
取締役候補者とした理由
　小山幸弘氏は、長年に亘り、財務、法務、人事や管理全般に携わるとともに、取締役会における
積極的な発言、経営の重要事項の決定や業務執行に対する監督など、取締役としての適切な役割を
果たしております。
　同氏のこれまでに培われた幅広い経験や知見は､今後の当社のグループ経営に必要不可欠と判断
し､選任をお願いするものであります。
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取締役選任議案

候補者番号

5
き む ら

木村　
た だ あ き

忠昭 (1980年11月5日生) 再 任
　

所有する当社の株式数
130,600株　

    2004年    4月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマツ）入所
    2007年    12月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマツ）退所
    2008年    1月 ㈱アドライト　代表取締役CEO（現任）
    2008年    5月 公認会計士登録
    2020年    6月 当社取締役

現在に至る

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

　
取締役候補者とした理由
　木村忠昭氏は、公認会計士としての専門的な知識、実務経験及び会社経営に関する高い見識を有
しており、経営の重要事項の決定や業務執行に対する監督など、取締役としての適切な役割を果た
しております。
　同氏のこれまでに培われた幅広い経験や知見は､今後の当社のグループ経営に必要不可欠と判断
し､選任をお願いするものであります。

　

候補者番号

6
ひ ら の

平野　
よ し の り

善得 (1952年2月2日生) 社外取締役候補者 独立役員候補者 再 任
　

所有する当社の株式数
0株　

    1976年    11月 監査法人丸の内会計事務所（現有限責任監査法人トーマツ）入所
    1982年    3月 公認会計士登録
    1995年    6月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマツ）代表社員
    2013年    10月 有限責任監査法人トーマツ執行役員（中京エリア統括）
    2015年    9月 有限責任監査法人トーマツ退所
    2015年    10月 公認会計士平野善得事務所開設
    2017年    6月 当社社外取締役

現在に至る

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

　
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　平野善得氏は、公認会計士としての専門的な知識、実務経験及び株式会社の監査に関する高い見
識を有しており、取締役会における積極的な発言、経営の重要事項の決定や業務執行に対する監督
など､取締役としての適切な役割を果たしております｡また、同氏のこれまでに培われた幅広い経験
や知見を活かして、特に各事業に係る収益や投資案件について、業務執行を行う経営陣から独立し
た客観的立場に基づく経営監視機能の強化をいただくことを期待したためであります。
　上記の理由により、今後の当社のグループ経営に必要不可欠であり、当社の社外取締役としての
職務を適切に遂行することができるものと判断し、選任をお願いするものであります。
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取締役選任議案

候補者番号

7
え や ま

江山　　
じゅん

純 (1961年11月12日生) 社外取締役候補者 独立役員候補者 再 任
　

所有する当社の株式数
0株　

    1984年    4月 豊田通商㈱入社
    2007年    4月 豊田通商㈱海外事業部　海外事業１グループリーダー（部長級）
    2008年    4月 豊田通商㈱海外事業企画部長
    2009年    6月 豊田通商インドネシア　社長
    2012年    4月 豊田通商㈱執行役員
    2017年    4月 豊田通商㈱常務執行役員
    2019年    4月 豊田通商㈱グローバル部品・ロジスティクス本部（現 サプライチェーン本部）CEO
    2021年    6月 当社社外取締役

現在に至る

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

　
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　江山　純氏は、長年に亘り、豊田通商株式会社において国内外で経営に携わるとともに、取締役会にお
ける積極的な発言、経営の重要事項の決定や業務執行に対する監督など、取締役としての適切な役割を果
たしております。また、同社との関係の強化や同氏のこれまでに培われた幅広い経験や知見を活かして、
特に物流サービス事業の事業戦略について、業務執行を行う経営陣から独立した客観的立場に基づく経営
監視機能の強化をいただくことを期待したためであります。
　上記の理由により、今後の当社のグループ経営に必要不可欠であり、当社の社外取締役としての職務を
適切に遂行することができるものと判断し、選任をお願いするものであります。

　
候補者番号

8
す ず

鈴
き

木 ｼｭｳﾞｧｲｽｸﾞｰﾄ 
え

絵
り

里
こ

子 (1986年3月20日生) 社外取締役候補者 独立役員候補者 再 任
　

所有する当社の株式数
0株　

    2008年    6 月 モルガン・スタンレー証券㈱（現モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券㈱）入社
    2010年    4 月 ＵＢＳ証券㈱ 入社
    2013年    10月 コーチ・ジャパン(同)（現タペストリー・ジャパン(同)）入社
    2015年    6 月 Skycatch,Inc. カントリーマネージャー
    2016年    5 月 Mistletoe㈱ 投資部ディレクター
    2018年    5 月 Fresco Capital ゼネラルパートナー
    2018年    7 月 ㈱Kind Capital 代表取締役（現任）
    2021年    4 月 ㈱M Power マネージングディレクター
    2023年    6 月 当社社外取締役

現在に至る

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

　
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　鈴木 ｼｭｳﾞｧｲｽｸﾞｰﾄ 絵里子氏は、国内外の金融機関などに従事され、金融・テクノロジー及びイン
パクト投資などに関して業界や分野を超えた高い見識を有しており、取締役会における積極的な発
言、経営の重要事項の決定や業務執行に対する監督など､取締役としての適切な役割を果たしており
ます｡また、同氏のこれまでに培われた幅広い経験や知見を活かして、今後更に経営上必要となるＥ
ＳＧ分野への事業戦略や、女性活躍の組織風土醸成などに対し、業務執行を行う経営陣から独立し
た客観的立場に基づく経営監視機能の強化をいただくことを期待したためであります。
　上記の理由により、今後の当社のグループ経営に必要不可欠であり、当社の社外取締役としての
職務を適切に遂行することができるものと判断し、選任をお願いするものであります。
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取締役選任議案

候補者番号

9
か り や

苅谷　
こ う へ い

公平 (1969年4月18日生) 社外取締役候補者 独立役員候補者 新 任
　

所有する当社の株式数
0株　

    1996年    10月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマツ）入所
    2000年    5 月 公認会計士登録
    2001年    7 月 Deloitte Touche Tohmatsu（現Deloitte）中国天津事務所　副総経理
    2005年    7 月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマツ）

名古屋事務所国際部中国室　シニアマネージャー
    2007年    3 月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマツ）退所
    2007年    4 月 苅谷公認会計士事務所（現苅谷公認会計士・税理士事務所）開設（現任）
    2009年    5 月 (株)カリヤ・アンド・アソシェーツ　代表取締役（現任）

現在に至る

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

　
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　苅谷公平氏は、公認会計士としての専門的な知識、実務経験及び株式会社の監査に関する高い見
識を有しております｡また、同氏のこれまでに培われた幅広い経験や知見を活かして、特に各事業に
係る収益や投資案件について、業務執行を行う経営陣から独立した客観的立場に基づく経営監視機
能の強化をいただくことを期待したためであります。
　上記の理由により、今後の当社のグループ経営に必要不可欠であり、当社の社外取締役としての
職務を適切に遂行することができるものと判断し、選任をお願いするものであります。

　

（注１）取締役候補者の木村忠昭氏は株式会社アドライトの代表取締役CEOを兼務し、当社は同社とコンサルティング契約を行うことを2023年6月の取締役
会で決議しております。上記以外に各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

（注２）平野善得氏、江山純氏、鈴木ｼｭｳﾞｧｲｽｸﾞｰﾄ絵里子氏及び苅谷公平氏は、社外取締役候補者であります。
（注３）平野善得氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって７年となります。
（注４）江山純氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって３年となります。
（注５）鈴木ｼｭｳﾞｧｲｽｸﾞｰﾄ絵里子氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって１年となります。
（注６）当社は、平野善得氏、江山純氏、鈴木ｼｭｳﾞｧｲｽｸﾞｰﾄ絵里子氏との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、三氏が取

締役に再任された場合、当該契約を継続する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度額としておりま
す。また、苅谷公平氏が原案どおり選任されますと当社との間で同様の契約を締結する予定であります。

（注７）当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の
28頁に記載のとおりであります。各取締役候補者が選任されますと当該保険の被保険者に含められることになります。また、当該保険契約は次回更
新時においても同内容での更新を予定しております。

（注８）当社は、平野善得氏、江山純氏及び鈴木ｼｭｳﾞｧｲｽｸﾞｰﾄ絵里子氏を東京証券取引所及び名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、両取引
所に届け出ております。また、苅谷公平氏が原案どおり選任されますと東京証券取引所及び名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、
両取引所に届け出る予定であります。

（注９）2024年度より、自動車サービス事業をモビリティサービス事業に改称しております。
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（ご参考）社外役員の独立性に関する基準

（ご参考）社外役員の独立性に関する基準
　
キムラユニティー株式会社（以下、「当社」とい
う。）は、合理的に可能な範囲で調査した結果、当
社の社外取締役及び社外監査役（以下、併せて「社
外役員」という。）又は社外役員候補者が以下に定
める項目のいずれにも該当しない場合、当社に対す
る十分な独立性を有しているものと判断する。

１. 現在及び過去10年間において、当社及び当社
の関係会社（以下、併せて「当社グループ」と
いう。）の業務執行者（＊）であった者
（＊）業務執行者とは、業務執行取締役、執行役、執行役

員、その他これらに準じる者及び使用人をいう。な
お、社外監査役の独立性を判断する場合は、非業務執
行取締役を含む。

２. 当社グループを主要な取引先（＊）とする者も
しくはその業務執行者及び当社グループの主要
な取引先もしくはその業務執行者
（＊）主要な取引先とは、直近の事業年度における当社グル

ープとの取引の支払額又は受取額が当社グループ又は
相手方の年間連結売上高の５％以上の取引先をいう。
なお、直近の事業年度末における当社の連結総資産の
５％以上の額を当社に融資している金融機関等もしく
はその業務執行者を含む。

３. 当社の大株主（＊）もしくはその業務執行者及
び当社グループが大株主である会社の業務執行者
（＊）大株主とは、総議決権の10％以上の議決権を保有する

者をいう。

４. 当社グループから役員報酬以外に多額の金銭そ
の他の財産（＊）を得ているコンサルタント、
会計専門家又は法律専門家（当該財産を得てい
る者が法人又は組合等の団体である場合は、当
該団体に所属する者）
（＊）多額の金銭その他の財産とは、過去３事業年度の平均

で年間1,000万円以上をいう。なお、法人又は組合等
の団体である場合は、当社グループの年間連結売上高
の５％以上とする。

５. 当社グループから多額の寄付（＊）を受けてい
る者（当該寄付を受けている者が法人又は組合
等の団体である場合は、当該団体に所属する者）
（＊）多額の寄付とは、過去３事業年度の平均で年間1,000

万円以上をいう。なお、法人又は組合等の団体である
場合は、当社グループの年間連結売上高の５％以上と
する。

６. 当社グループとの間で社外役員の相互就任の関
係にある先の業務執行者

７. 最近３年間において、上記２から６までの項目
に該当する者

８. 上記１から７までのいずれかに該当する者（重
要な者（＊）に限る。）の配偶者又は二親等以
内の親族
（＊）重要な者とは、業務執行取締役、執行役、執行役員及

び重要な使用人並びに同等の重要性を持つと客観的・
合理的に判断される者をいう。

９. 社外役員としての職務を遂行する上で重大な利
益相反を生じさせるおそれのある事由又は当該
判断に影響を及ぼすおそれのある利害関係を有
する者

10. 上記１から８までのいずれかに該当する者であ
っても、当該人物の人格、識見等に照らし、独
立性を有する社外役員としてふさわしいと当社
が判断する者については、独立性を有する社外
役員としてふさわしいと判断する理由を対外的
に説明することを条件に、独立性を有する社外
役員とすることができるものとする。
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（ご参考）役員スキルマトリックス

（ご参考）役員スキルマトリックス

役職名 区分 氏名 企業
経営

生産
技術
製造

営業・
マ ー ケ
ティング

財務
会計 法務

IT
・
DX

グロー
バル
経験

人事
労務

取締役

社内

木村　幸夫 〇 〇 〇 〇
成瀬　茂広 〇 〇 〇 〇
木下　毅司 〇 〇 〇 〇
小山　幸弘 〇 〇 〇 〇
木村　忠昭 〇 〇 〇 〇

社外

平野　善得 〇 〇 〇
江山　純 〇 〇 〇

鈴木 ｼｭｳﾞｧｲｽｸﾞｰﾄ
絵里子 〇 〇 〇

苅谷　公平 〇 〇 〇 〇

監査役

社内 吉村　真 〇 〇 〇

社外
堀口　久 〇

小野田　誓 〇
村田　知英子 〇

項目 概要
企業経営 持続的な成長戦略の実現には、豊富なマネジメント経験・経営実績が必要である。

生産技術製造 安全・安心・コンプライアンスの徹底は企業存続の生命線であり、それらを徹底し、絶え間ない改善を行うため
には、生産品質・生産技術分野での確かな知識・経験が必要である。

営業・マーケティング 持続的な成長には、お客様のニーズを把握する必要があり、それらを推進する確かな知識・経験が必要である。

財務会計 正確な財務報告はもちろん、強固な財務基盤を構築し、持続的な企業価値向上に向けた成長投資の推進と株主還
元の強化を実現する財務戦略の策定には、財務・会計分野における確かな知識・経験が必要である。

法務 適切なガバナンス体制の確立は、持続的な企業価値向上の基盤であり、取締役会における経営監督の実効性向上
のためにも、コーポレートガバナンスやリスク管理・コンプライアンス分野で確かな知識・経験が必要である。

IT・DX 今後の企業成長には、IT・DXによる企業革新は必要不可欠であり、更なる発展を遂げるためこれらの知識・経
験が必要である。

グローバル経験 国際事業の成長戦略の策定及び経営監督のためには、海外での事業マネジメント経験や海外の生活文化・事業環
境等の豊富な知識・経験が必要である。

人事労務 当社の事業を展開する上で、従業員一人ひとりがその能力を最大限に発揮できる人材戦略の策定が必要であり、
ダイバーシティの推進を含む人材開発分野での確かな知識・経験が必要である。

　本定時株主総会において、第２号議案が原案どおり承認された場合、各取締役及び監査役に特に期待する分野を最大４つ
記載しており、記載していない分野の知見を持たないことを表すものではありません。

以上
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事業の経過及びその成果

事業報告（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

1 企業集団の現況に関する事項

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、新型コロ
ナウイルス感染症による経済活動の混乱が収束し、経
済及び社会活動の正常化が進み、長引くデフレからの
脱却に向けて、企業の業況や収益の改善が進むなど緩
やかな回復基調で推移しております。また、海外で
は、ウクライナや中東の紛争長期化に伴う原材料価格
の高騰、海外景気の下振れリスクなど引き続き注意が
必要な状況であります。

　また、当社グループと関係の深い自動車業界におき
ましては、従来の「グローバルに供給体制を構築し台
数成長を取り込む」という競争原理は維持されつつ
も、量的には成長余地が不透明化、質的にはカーボン
ニュートラル・デジタル化への対応が求められる状況
となりました。特に、電動化を軸としたグローバルシ
ェア獲得競争、新技術への適応など、過去にない変貌
を遂げた市場環境になりつつあり、変革への取り組み
を加速させる状況となっております。

　このような環境の中で当社グループにおきまして
は、「中期経営計画2023」の最終年度として、中期計
画の達成に向け、現場第一線による経営スピードの向
上を図る「全員参画によるOne　Team経営」を展
開、推進してまいりました。当期の業績につきまして
は、物流サービス事業における受注量の増加等によ
り、売上高は614億93百万円（前期比4.0%増収）とな
りました。営業利益は、主力事業である物流サービス
事業の増収の影響も大きく、41億9百万円（前期比
25.7%増益）、経常利益は、48億97百万円（前期比
23.5%増益）、親会社株主に帰属する当期純利益は、
31億68百万円（前期比28.2%増益）となりました。

(1) 事業の経過及びその成果
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事業の経過及びその成果

第52期（前　期） 第53期（当　期） 増　減　額 増　減　比

売上高 591億39百万円 614億93百万円 23億53百万円 4.0％増

営業利益 32億69百万円 41億9百万円 8億39百万円 25.7％増

経常利益 39億65百万円 48億97百万円 9億31百万円 23.5％増

親会社株主に帰属する
当期純利益 24億71百万円 31億68百万円 6億97百万円 28.2％増

【ご参考】 キムラユニティーグループの業績

売上高
61,493売上高

59,139
売上原価　　　　　  　　49,525
販売費及び一般管理費　   7,859

営業外収益
931 経常利益

4,897

税金等
調整前

当期純利益
4,867

非支配株主に
帰属する
当期純利益・
法人税等
1,698

親会社株主
に帰属する
当期純利益
3,168

特別損失
35

営業外費用
142

営業利益
3,269

経常利益
3,965

営業利益
4,109

第52期（前　期）
2022年4月1日～2023年3月31日

第53期（当　期）
2023年4月1日～2024年3月31日

親会社株主
に帰属する
当期純利益
2,471

特別利益
5

（単位：百万円）連結損益計算書の概要
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事業区分別売上状況、設備投資の状況、資金調達の状況

【ご参考】

物流サービス事業

　

　売上高は、国内包装事業、中国子会社広
州広汽木村進和倉庫有限公司及び北米子会
社KIMURA,Inc.における受注量の増加等
により、435億71百万円（前期比3.1%増
収）となりました。
　営業利益は、主要顧客の工場稼働停止等
の影響はありましたが、現場第一線での
日々決算活動の推進に加え北米子会社
KIMURA,Inc.での収益力向上等により、
46億87百万円（前期比21.8%増益）とな
りました。

第52期
（前　期）

42,264

第53期
（当　期）

43,571
売上高 （単位：百万円）

 
第52期
（前　期）

3,848

第53期
（当　期）

4,687
営業利益 （単位：百万円）

自動車サービス事業

　

　売上高は、車両販売事業における販売台
数の増加等により、147億16百万円（前
期比3.4%増収）となりました。
　営業利益は車両販売事業の収益改善の効
果 等 も あ り 、8億47百 万 円 （ 前 期 比
11.0%増益）となりました。

14,232

第52期
（前　期）

14,716

第53期
（当　期）

売上高 （単位：百万円）

 

763

第52期
（前　期）

847

第53期
（当　期）

営業利益 （単位：百万円）

情報サービス事業

　

　売上高は、主要顧客からの受注量の増加
等により、21億69百万円（前期比21.0%
増収）となりました。
　営業利益は、外注委託費の増加等によ
り、2億26百万円（前期比8.0%減益）と
なりました。

1,792

第52期
（前　期）

2,169

第53期
（当　期）

売上高 （単位：百万円）

 

246

第52期
（前　期）

226

第53期
（当　期）

営業利益 （単位：百万円）

　　企業集団の事業区分別売上状況は次のとおりであります。
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事業区分別売上状況、設備投資の状況、資金調達の状況

【ご参考】

人材サービス事業

　

　売上高は、市場の人材獲得競争の中、エ
リア貢献の拡販（中部、関西、関東への展
開）実現に向けて積極的な拡販活動や新規
顧客の獲得に注力したこと等により、17
億55百万円（前期比14.1%増収）となり
ました。
　営業利益は売上高の増加等により、29
百万円（前期比293.4%増益）となりまし
た。

1,538

第52期
（前　期）

1,755

第53期
（当　期）

売上高 （単位：百万円）

 
第52期
（前　期）

7

第53期
（当　期）

29
営業利益 （単位：百万円）

その他サービス事業

　

　売上高は、売電サービスにより、46百
万円（前期比0.3%減収）となりました。
　営業利益は13百万円（前期比0.7%増
益）となりました。

46

第52期
（前　期）

46

第53期
（当　期）

売上高 （単位：百万円）

 

13

第52期
（前　期）

13

第53期
（当　期）

営業利益 （単位：百万円）

(2) 設備投資の状況
　当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額は８億70百万円であり、その主なものは、IT投資、環境改善
(空調設備等)投資、中国子会社 倉庫用器具等であります。

(3) 資金調達の状況
　資金調達につきましては、経常的な資金調達のみで特記すべき事項はございません。

19



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

ご
参
考

2024/05/20 17:12:38 / 23073751_キムラユニティー株式会社_招集通知_電子提供措置用

財産及び損益の状況の推移

期別

区　分
2020 年４月 １ 日から
2021 年３月31日まで

第50期

　
2021 年４月 １ 日から
2022 年３月31日まで

第51期

　
2022 年４月 １ 日から
2023 年３月31日まで

第52期

　
2023 年４月 １ 日から
2024 年３月31日まで

第53期（当期）

　
売上高 (百万円) 51,782 57,082 59,139 61,493

経常利益 (百万円) 2,812 3,670 3,965 4,897
親会社株主に帰属する
当期純利益 (百万円) 1,603 2,181 2,471 3,168

１株当たり当期純利益 (円) 66.43 91.48 108.87 144.18

総資産 (百万円) 54,061 56,024 57,770 64,711

純資産 (百万円) 30,736 33,519 35,114 40,454

期別

区　分
2020 年４月 １ 日から
2021 年３月31日まで

第50期

　
2021 年４月 １ 日から
2022 年３月31日まで

第51期

　
2022 年４月 １ 日から
2023 年３月31日まで

第52期

　
2023 年４月 １ 日から
2024 年３月31日まで

第53期（当期）

　
売上高 (百万円) 43,165 46,495 46,897 47,167

経常利益 (百万円) 2,286 2,750 3,064 3,258

当期純利益 (百万円) 1,457 1,813 2,165 2,229

１株当たり当期純利益 (円) 60.39 76.04 95.41 101.45

総資産 (百万円) 48,488 48,570 47,875 50,083

純資産 (百万円) 27,813 29,007 29,389 31,121

(4) 財産及び損益の状況の推移
① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

② 当社の財産及び損益の状況の推移

(注) １株当たり当期純利益につきましては、2022年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。
このため、過去データにつきましても、株式分割を考慮して表示しております。

20



2024/05/20 17:12:38 / 23073751_キムラユニティー株式会社_招集通知_電子提供措置用

重要な子会社の状況、対処すべき課題

名　称 資本金 出資比率 主要な事業内容

ビジネスピープル株式会社 95,000千円 100.0％ 人材サービス事業
株式会社スーパージャンボ 10,000千円 100.0％ 自動車サービス事業
ＫＩＭＵＲＡ，Ｉｎｃ． 20,000千ドル 100.0％ 物流サービス事業
天津木村進和物流有限公司 85,000千元 89.7％ 物流サービス事業
広州広汽木村進和倉庫有限公司 15,000千ドル 59.3％ 物流サービス事業

(5) 重要な子会社の状況

物流サービス事業×情報サービス事業 モビリティサービス事業×情報サービス事業

・物流品質のバラツキを無くし、効率的な事業運営を行ってい
くための「エリア戦略の推進強化」

・「現場＋ITによる拡販戦略」で最適なソリューションを提供
・2024問題に対するトラックの稼働率向上に向けた取り組み

等の「新たな価値創造」
・「豊田通商様との連携強化」を図り、更なる海外進出の検討

・お客様の第二の総務として、「KIBACOを軸とし
たビジネスの拡大」

・お客様と整備工場、両方のメリットを追求する
「唯一無二のカーメンテ」

・車両架装事業をはじめとする「新たな価値創造」

(6) 対処すべき課題
　国内経済は、個人消費が堅調に推移する一方で、企業業績や物価は不透明な状況が続き、日銀の政策転換や海外経
済の動向にも注意が必要な状況である一方、世界各地で発生する地政学リスクの高まりや自然災害などにより、市場
を取り巻く環境は不透明な状況が予想されております。このような経営環境の中ではありますが、当社グループは、
2024年３月27日に2027年３月期を最終年度とする「中期経営計画2026」を公表しました。
　今回策定した「中期経営計画2026」は、前回の中期経営計画で取り組んでまいりました、一人ひとりが自らの力
を発揮し、最大限に活かす「全員参画によるOne Team経営」の“基盤構築”のフェーズから、“戦略確立”のフェーズ
へと移行し、お客様から選んでいただける商品・サービスへと磨き上げることで、「キムラブランド」を確立し、創
業150年、更にその先への成長・発展に繋げてまいります。

【中期経営計画2026について】
　中期経営計画2026につきましては、2024年問題や人手不足をはじめとする厳しい経営環境の中ですが、前中期
経営計画における未達成の項目を打開すべく、以下の各種戦略を推進してまいります。

① 基本方針
強みの実践と発信（キムラブランドの確立）⇒　キムラの強み＝“人”×“機能”×“知識と経験”

② 事業戦略・DX戦略
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重要な子会社の状況、対処すべき課題

企業価値向上に向けた取り組み キャッシュアロケーション 株主還元

・本業での成長に加え資本コストを意識した経営に
取り組むことで、更なるPBR向上を目指すととも
に、収益性向上と最適な資本構成の追求で、
ROE12%以上を目指す

・成長投資と株主還元を戦略的
に配分し、事業の成長と資本
収益性の向上を図る

・還元方針に則り、配当性向
40%を目安に、財務基盤を
維持しつつ、還元向上を図
る

Environment（地球環境のために） Social（人的資本の拡充） Governance（ガバナンスの向上）

・環境に配慮した物流資材の開発・提供や
車両整備等、事業活動を通じたサービス
の提供により、CO₂削減や資源循環等の
環境保全に取り組み、企業の責任とし
て、地球温暖化等の環境課題の解決に取
り組む

・経営理念を共有した共に働くすべ
ての人々に、成長できる環境、挑
戦できる環境の下で、「全員参画
によるOne Team経営」を推進
することにより、働きがいに満ち
た職場づくりに取り組む

・コンプライアンスの徹底やリスク
マネジメント活動の推進強化によ
り、リスクの回避・抑制や不祥事
の未然防止等に取り組み、開かれ
た透明性の高い経営を継続するこ
とで、ステークホルダーのベスト
パートナーであり続ける

③ 財務戦略

④ ESG戦略

【2024年度（第54期）キムラユニティーグループ方針】
　当社グループ方針達成のために以下を重点実施事項と定め、取り組んでまいります。

1. “人財”の“採用・育成”
　我々のビジネスは、非正規雇用労働者の方のおかげで成り立っており、改めて、“感謝”の気持ちを持ったコ
ミュニケーションを行う事で「どんな人材も輝く事ができる」職場風土の醸成を図ってまいります。
　日々、現場の人財定着活動が着実に進展していることを実感している一方で、昨今の人手不足の状況は一
層厳しさを増す中で“採用”を会社の最重要課題と位置づけ、経営資源を最優先で投入してまいります。
　また、採用活動の結果、当社グループを選んでいただいた人財がずっと当社グループで頑張りたいと思っ
ていただけるように、これまでより一段階レベルを上げた人財定着活動に取り組んでまいります。

2. 各事業の戦略
　当社グループの強みとは、“人”×“機能”×“知識と経験”であり、この強みを持って、「お客様が当社グルー
プに頼みたいと思ってもらえる職場（商品）」こそ、“キムラブランド”と位置づけております。当社グループ
が持っている豊富な商品ラインナップや、お客様のニーズを満たす企画力・設計力・システム開発力・改善
力・現場管理力といった“機能”を磨き、お客様への貢献を通じ“知識と経験”を更に積み重ねてまいります。
　しかし、その“機能”や“知識と経験”を活かすのは“人”です。「お客様のために」、その思いを持った“人”が
いるからこそ、当社の強みを十二分に発揮することができると考え、会社を挙げて人財育成に力を入れてま
いります。創業から当社グループが大切にしてきた経営理念を実現していくための“考え方（経営哲学）”、当
社グループの強みの発揮に必要な“知識”、最前線で汗をかく“経験”、この3つの柱で、当社グループの強みを
理解し、また、理解するだけでなく日々実践できる“活きた人財育成”に取り組んでまいります。
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重要な子会社の状況、対処すべき課題

社会課題の解決と会社の成長を両立する最重要課題 会社の成長を支える土台となる最重要課題

お客様価値 環境 交通安全 働きがい 組織統治 安全・健康

お客様の成功が
わたしたちの成長

地球環境のお困りごと
解決への貢献

交通事故という
言葉をなくす

どんな人材も
輝く人財に

公正で健全な
企業活動

安全で健康な
職場づくり

【サステナビリティに関する取り組みついて】
　当社グループは、以前よりＣＳＲ活動を推進する中で、ＳＤＧｓに取り組むことの必要性を強く認識し、『持続可
能な開発目標（ＳＤＧｓ）の視点を踏まえたＣＳＲ活動で、これからも社会･地球の持続可能な発展に貢献する』こ
とを宣言し、2018年度より重点課題を定め、その課題解決に向けた取り組みを進めてまいりました。当社グループ
が有する強みやリソースからどんな社会課題に向き合い、どんな価値を提供していくことができるのかについて議論
し、併せて国際的な社会課題を網羅しているＳＤＧｓ169のターゲットを軸として、ＣＳＲやＥＳＧに関するガイド
ライン（GRIスタンダード、ISO26000など）などを基に、社会やステークホルダーにとって重要な課題も踏まえた
上で、優先的に取り組むべき重要課題（マテリアリティ）として整理しております。

　□ 経営理念
　　 会社はお客様のためにあり　社員とともに会社は栄える

　□ パーパス
　　 人を大切にし、人と人のつながりで社会課題を解決し、「夢・豊かさ・安心」な社会を実現する

　□ マテリアリティ
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重要な子会社の状況、対処すべき課題

① 物流サービス事業
今後、物流サービス事業が成長するうえで、競合他社を

圧倒する現場力、お客様との新たな関係構築、すべての従
業員が活躍し続ける職場の構築が重要であると考えます。

成長のためには、「人」が最も重要であり、事業の継
続・発展のカギとなります。人材不足が続く中、職場環境
の改善に取り組み、採用力・定着率の向上を図ります。ま
た、リーダーを中心とした研修の充実による人財育成、さ
らには現場力の強化を行いながら、お客様だけでなく従業
員の満足度・貢献度も追求してまいります。

物流サービス+ITによる顧客提案力の更なる強化によ
り、一層の新規顧客の獲得を図ってまいります。また、物
流サービスと人材サービスとの連携強化、生産管理機能の
強化による物流波動への対応を推進してまいります。

さらに物流企業として2024年問題への対応、ＳＤＧｓ
への取り組み、研究開発やＤＸの展開を進め、将来にわた
りお客様からも従業員からも選ばれる企業となるよう、活
動を進めてまいります。

② モビリティサービス事業
「所有から利用」へと車社会が大きな変革期を迎えた今、

1958年から始まった車両整備や保険・交通事故削減・車両
リース・車両販売・車両管理BPOなどの各種サービスでお
客様に対して「安心・安全」で「高品質」なサービスを提供
しております。今後の更なるモビリティ社会の発展に貢献す
るため、以下の２つの戦略を推進してまいります。

「エリア戦略」では、自社整備工場周辺の法人・個人のお
客様を中心に、それぞれのお困り事やニーズに「徹底的に寄
添いワンストップで解決する体制」で、お客様の快適なモビ
リティライフを実現し、既存の事業領域における収益基盤の
強化を図ってまいります。

「フリート戦略」では、全国に展開する大口法人顧客に対
し、独自開発のクラウド型車両管理システム「KIBACO」を
活用した新たなサービスを提供します。お客様の「車両・
人・組織・行動」のデータを繋げることで最適な車両管理体
制を構築し、安全・安心・コスト削減を実現しながら新しい
事業領域で収益拡大を図ってまいります。

③ 情報サービス事業
積極的に取り組んでいる「物流サービス＋ＩＴ」による

ソリューション提案活動では新規顧客獲得を実現しまし
た。今後は当社の強みを活かし物流サービス事業とより一
層の連携強化を行い、更なる成長を目指すとともに既存顧
客におきましては絶対的地位の獲得に向け、深耕拡販に取
り組んでまいります。更に、全社の持続的成長(人、組織)
とＤＸ推進を加速させるため、今年度内の社内インフラ更
新を実現させます。

また、昨今のサイバーセキュリティーの情勢に鑑み、情
報の機密性、完全性、可用性を担保するため、従来以上に
危機管理能力を高め、情報セキュリティー強化に取り組
み、安全で安心な作業環境の提供に邁進してまいります。

④ 人材サービス事業
物流サービス事業と人材サービス事業の連携による相乗効

果を通じて、人財を活かしたお客様への価値提供と地域貢献
に取り組んでまいります。

定着にこだわった採用活動を強化する為、国内子会社ビジ
ネスピープル株式会社との連携を強化してエリア軸でタイム
リーかつスピーディーな人材戦略を展開してまいります。

なお、各事業における当面の課題は次のとおりであります。

　これらの課題への取り組みを通じて、事業基盤の強化・安定を図り、次なる成長路線に繋げるため、グループ
一丸となって取り組んでまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも引き続きご支援賜りますようお願い申しあげます。
（注１）当社は、「人」が最も重要な経営資源であり、すべてのサービスにおいて「人」のスキル・ノウハウ・モチベーション

等に支えられていると考えておりますので、「人材」と「人財」の表現を使い分けております。
（注２）2024年度より、自動車サービス事業をモビリティサービス事業に改称しております。

24



2024/05/20 17:12:38 / 23073751_キムラユニティー株式会社_招集通知_電子提供措置用

会社の株式に関する事項

2 会社の株式に関する事項 (2024年３月31日現在)

(1) 発行可能株式総数 60,000,000株

(2) 発行済株式総数 23,543,800株（自己株式1,928,911株を含む。）

(3) 株主数 21,188名

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）
木村株式会社 6,051 28.0
豊田通商株式会社 2,000 9.3
絲丹株式会社 763 3.5
キムラユニティー社員持株会 615 2.8
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 544 2.5
木村　幸夫 496 2.3
橋本　佳代子 424 2.0
東京海上日動火災保険株式会社 384 1.8
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 371 1.7
三井住友海上火災保険株式会社 304 1.4

(4) 大株主の状況（上位10名）

（注）1. 持ち株数は千株未満を切り捨てて表示しております。
　　　2 .当社は自己株式（1,928,911株）を保有しておりますが、上記大株主の記載からは除いております。
　　　3. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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会社の株式に関する事項

株式数 交付対象者
取締役(社外取締役を除く) 17,800株 ５名

(ご参考)地域別株主数 (ご参考)株式の分布状況

地域名 株主数（名）
北海道 444
東北地方 556
関東地方 7,887
中部地方 5,597
近畿地方 4,080
中国地方 895
四国地方 395
九州地方 1,251
海外他 82

　

個人・
その他
35.6%

金融機関
9.4%

その他・
国内法人
41.6%

証券会社
1.0%

外国人
4.2%

自己名義
8.2%

所有者別株式数割合

10単元以上
50単元未満

6.2%
5単元以上
10単元未満

1.4%

50単元以上
0.9%

1単元以上
5単元未満
61.5%

1単元未満
30.0%

所有数別株主数割合

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として当社取締役に交付した株式の状況

（注） 当社の株式報酬の内容につきましては、30頁「３．(７)当事業年度に係る報酬等の総額等」に記載しております。
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会社役員に関する事項

3 会社役員に関する事項

地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況
＊取締役会長 木村　幸夫
＊取締役社長 成瀬　茂広

取締役副社長 木下　毅司  グループ生産・安全・品質担当、 LS事業本部長、SQ推進本部長、IS事業部担当
取締役副社長 小山　幸弘 管理本部長、管理本部 企画・管理推進本部長、 管理本部 経営企画部担当、女性活躍

推進担当、ＫＩＭＵＲＡ，Ｉｎｃ．ＣＥＯ
常務取締役 飯永　晃一 TCS事業本部担当
取締役 木村　忠昭 株式会社アドライト　代表取締役ＣＥＯ
取締役 平野　善得 公認会計士
取締役 江山　純 豊田通商株式会社　グローバル部品・ロジスティクス本部ＣＥＯ
取締役 鈴木 ｼｭｳﾞｧｲｽｸﾞｰﾄ

絵里子 株式会社Kind Capital 代表取締役
常勤監査役 吉村　真
監査役 堀口　久 弁護士
監査役 小野田　誓 公認会計士、税理士
監査役 村田　知英子 税理士

氏　名 新 旧

木下　毅司 物流サービス事業・情報サービス事業担当 グループ生産・安全・品質担当、ＬＳ事業本部長、ＳＱ推
進本部長、ＩＳ事業部担当

小山　幸弘 モビリティサービス事業・管理本部担当、女性活躍推進担
当、ＫＩＭＵＲＡ，Ｉｎｃ．ＣＥＯ

管理本部長、管理本部 企画・管理推進本部長、管理本部 経
営企画部担当、女性活躍推進担当、ＫＩＭＵＲＡ，Ｉｎ
ｃ．ＣＥＯ

飯永　晃一 採用関係担当、株式会社スーパージャンボ 代表取締役社長 ＴＣＳ事業本部担当

（注８） Ｌ　Ｓ： ロジスティクスサービスの略です。 ＴＣＳ： トータルカーサービスの略です。
Ｉ　Ｓ： インフォメーションサービスの略です。 Ｓ　Ｑ： セーフティー＆クオリティー(安全・品質)の略です。

(1) 取締役及び監査役の氏名等（2024年３月31日現在）

（注１）＊印は、代表取締役であります。
（注２）取締役平野善得氏、江山純氏及び鈴木ｼｭｳﾞｧｲｽｸﾞｰﾄ絵里子氏は、社外取締役であります。
（注３）取締役平野善得氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。取締役江山純氏は、

豊田通商株式会社のグローバル部品・ロジスティクス本部ＣＥＯであり、豊田通商株式会社と当社は、2000年12月に主として海外における
物流事業等の展開を目的として業務提携及び2001年４月に資本提携をしております。鈴木ｼｭｳﾞｧｲｽｸﾞｰﾄ絵里子氏は、金融、テクノロジー及び
インパクト投資などに関して業界や分野を超えた高い知見を有しております。

（注４）監査役堀口久氏、小野田誓氏及び村田知英子氏は、社外監査役であります。
（注５）監査役小野田誓氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。監査役村

田知英子氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
（注６）当社は、取締役平野善得氏、江山純氏、鈴木ｼｭｳﾞｧｲｽｸﾞｰﾄ絵里子氏、監査役堀口久氏、小野田誓氏及び村田知英子氏を東京証券取引所及び名

古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、両取引所に届け出ております。
（注７）2024年４月１日をもって、次のとおり取締役の地位及び担当の変更がありました。
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(2) 責任限定契約の内容の概要
当社は、各社外取締役及び各社外監査役と会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、

当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、保険会社との間で当社取締役及び監査役（当事業年度中に在任していた者を含む。）を被保険者とする、会

社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、保険料は全額当社が負担しております。
当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員がその職務の執行に関し責任を負うこと又は、当該責任の

追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により塡補するものであります。
なお、当該保険契約では、当社が当該役員に対して損害賠償責任を追及する場合は保険契約の免責事項としてお

り、また、塡補する額について限度額を設けることにより、当該役員の職務の執行の適正性が損なわれないようにす
るための措置を講じております。

(4) 役員報酬等の内容の決定に関する方針等
1. 基本方針

取締役の報酬は、当社グループの企業理念に沿った持続的な企業価値の向上を目的として、当社グループの価
値観・行動規範に合致した職務の遂行を促し、グループビジョン及び経営計画の達成を強く動機付けるものとし
ております。

報酬水準は、1992年３月31日開催の取締役会において、決議した「取締役及び監査役報酬内規」（以下、内
規という）に基づき、世間水準及び経営内容、従業員給与等を勘案し、人材を確保するにふさわしく、社員が当
社役員を目指すモチベーションにもつながる水準としております。

報酬の構成については、基本報酬（金銭報酬）、業績連動報酬たる単年度業績報酬（金銭報酬）、業績連動報
酬たる長期目標貢献報酬（非金銭報酬）で構成し、事業の特性を踏まえた短期及び中長期の業績と連動する報酬
の割合を適切に設定すると共に、健全な起業家精神の発揮と株主との一層の価値共有を図ることができる報酬構
成比率としております。

なお、社外取締役が過半数を占め、かつ、議長を務める指名・報酬委員会が報酬案の策定に関与し、取締役会
が同委員会による答申を受け決定することにより、客観性及び透明性のある手続きとしております。

2. 基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬額及び付与の時期又は条件の決定に関する方針
取締役の基本報酬（金銭報酬）は、上記「内規」に基づき、取締役の職責の重さにより、取締役会が報酬額を

決定し、在任中に月額を金銭で支給します。
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3. 業績連動報酬（金銭報酬）に係る業績指標の内容、その額又は算定方法、及び付与の時期又は条件の決定に
関する方針

業績連動報酬（金銭報酬）は、上記「内規」に基づき、取締役・監査役の報酬枠内で、会社グループの営業成
績に応じて、取締役賞与、監査役賞与に分けて取締役会の決議により決定をしております。役員賞与の額は、取
締役が当社グループ会社全体の最終利益（臨時的、偶発的に発生した収益及び損失を含む）に対して責任を負う
ことから、連結経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益及び単体の経常利益・当期純利益の業績と担当部門
等の業績、方針執行度合いを勘案し、取締役会が決定しております。また、監査役については、監査役全員の同
意により監査役会で決定しております。なお、単年度業績報酬は毎年６月に金銭で支給します。

4. 非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針
株主との価値の共有を図り、中長期的な企業価値及び株主価値の向上に対する貢献意欲を引き出すため、取締

役（社外取締役を除く。）に対し、原則として退任時に譲渡制限を解除する業績に連動しない総額年額70百万
円以内の譲渡制限付株式（ＲＳ）を、毎年、一定の時期に割り当てております。譲渡制限付株式の割当てにつき
ましては、当社における取締役の貢献度等諸般の事項を総合的に勘案して、取締役会が決定しております。ただ
し、対象取締役に当社が当該株式を無償取得することが相当である事由が発生した場合、当社は当該株式を無償
で取得します。

(5) 取締役の個人別の報酬等の内容の決定の手続に関する事項
取締役の個人別の報酬等の内容については、社外取締役が過半数を占め、且つ議長を務める報酬委員会（2021年

12月23日設置）の審議・答申を踏まえ、各取締役の個人別報酬等の決定を代表取締役会長木村幸夫及び代表取締役
社長成瀬茂広に委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門についての
評価を行うには代表取締役が適していると判断したためであります。取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別
の報酬等について、取締役会で決議された方針と整合していることや、指名・報酬委員会からの答申が尊重されてい
ることを確認の上、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
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区　分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額 対象となる

役員の員数基本報酬 業績連動報酬 非金銭報酬
取　締　役

（うち社外取締役）
211,522千円

（16,400千円）
166,260千円

（12,900千円）
24,000千円

（3,500千円）
21,262千円

（－）
9名

（3名）
監　査　役

（うち社外監査役）
38,880千円

（20,580千円）
32,880千円

（16,680千円）
6,000千円

（3,900千円）
－

（－）
5名

（4名）
合　計

（うち社外役員）
250,402千円

（36,980千円）
199,140千円

（29,580千円）
30,000千円

（7,400千円）
21,262千円

（－）
14名

（7名）

(6) 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の金銭報酬の額は、1999年６月29日開催の第28回定時株主総会において年額４億円以内と決議しており

ます（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、10名です。
また、金銭報酬とは別枠で、2022年６月22日開催の第51回定時株主総会において、株式報酬の額として年額７

千万円以内、株式数の上限を年57,000株以内（社外取締役は付与対象外）と決議しております。当該株主総会終結
時点の対象取締役の員数は、６名であります。

監査役の金銭報酬の額は、1999年６月29日開催の第28回定時株主総会において年額５千万円以内と決議してお
ります。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、５名です。

(7) 当事業年度に係る報酬等の総額

（注１）上表には、2023年6月22日開催の第52回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役1名を含んでおります。
（注２）取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
（注３）業績連動報酬等に係る業績指標は、29頁「３．業績連動報酬（金銭報酬）に係る業績指標の内容、その額又は算定方法、

及び付与の時期又は条件の決定に関する方針」に記載のとおりであります。また、当事業年度に係る指標の実績は、20頁
「(４)財産及び損益の状況の推移」に記載しております。

（注４）非金銭報酬等の内容は、当社株式であり、割当の際の方針等は、29頁「４．非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法
の決定に関する方針」に記載のとおりであります。また、当事業年度における交付状況は、26頁「２．(５)当事業年度中に
職務執行の対価として当社取締役に交付した株式の状況」に記載しております。
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地 位 氏 名 兼職する他の会社名 役 職 当社との関係

取締役

平野　善得
平野善得事務所 所長

特別の利害関係はありません。愛三工業株式会社 監査役
株式会社木曽路 取締役

江山　純

豊田通商株式会社 グローバル部品・ロジ
スティクス本部ＣＥＯ

同社の取引関係があります。
同社は当社の大株主であります。

トピックス株式会社 監査役

特別の利害関係はありません。

豊通物流株式会社 監査役
中央精機株式会社 取締役
九州ナノテック光学株式会社 取締役

鈴木 ｼｭｳﾞｧｲｽｸﾞｰﾄ 
絵里子

株式会社Kind Capital 代表取締役
株式会社Inforich 取締役
株式会社Uhuru 取締役

監査役

堀口　久 大場鈴木堀口合同法律事務所 パートナー弁護士

小野田　誓

小野田誓事務所 所長
中央可鍛工業株式会社 監査役
林塗装工業株式会社 監査役
イブコーポレーション株式会社 監査役
春コーポレーション株式会社 監査役
オート株式会社 監査役

村田　知英子
村田知英子税理士事務所 所長
株式会社あいちフィナンシャル
グループ

取締役（監査等委
員）

(8) 社外役員に関する事項
1.他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係（2024年3月31日現在）
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地　位 氏　名 取締役会
出席状況

主な活動状況及び
期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役

平野　善得 13回中13回
（100％）

公認会計士としての専門的見地から取締役会の決定の適正性を
確保するための発言を行っており、特に各事業に係る収益や投
資案件について適宜必要な発言を行うなど、経営監視機能を十
分に発揮し、適切な役割を果たしております。

江山　純 13回中13回
（100％）

豊富な企業経営経験や高い見識から取締役会の決定の妥当性及
び適正性を確保するための発言を行っており、特に物流サービ
ス事業の事業戦略について適宜必要な発言を行うなど、経営監
視機能を十分に発揮し、適切な役割を果たしております。

鈴木 ｼｭｳﾞｧｲｽｸﾞｰﾄ
絵里子

11回中11回
(100％)
（注）

これまでの金融・テクノロジー及びインパクト投資などに関し
て業界や分野を超えた経験や見識から取締役会の決定の妥当性
及び適正性を確保するための発言を行っており、特にESG分野
からの視点で適宜発言を行うなど、経営監視機能を十分に発揮
し、適切な役割を果たしております。

地　位 氏　名 取締役会
出席状況

監査役会
出席状況 主な活動状況

社外監査役

堀口　久 13回中13回
（100％）

15回中15回
（100％）

弁護士としての専門的見地から取締役会の決定の適正性を確
保するための発言を行うなど、監査機能を十分に発揮してお
ります。
また、監査役会において、適宜必要な発言を行っております。

小野田　誓 13回中13回
（100％）

15回中15回
（100％）

公認会計士及び税理士としての専門的見地から取締役会の決定
の適正性を確保するための発言を行うなど、監査機能を十分に
発揮しております。
また、監査役会において、適宜必要な発言を行っております。

村田　知英子
11回中11回
（100％）

（注）

11回中11回
（100％）

（注）

税理士としての専門的見地から取締役会の決定の適正性を確
保するための発言を行うなど、監査機能を十分に発揮してお
ります。
また、監査役会において、適宜必要な発言を行っております。

2.当事業年度における主な活動状況

（注）2023年6月22日就任後の取締役会及び監査役の出席状況を記載しております。
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連結貸借対照表（2024年３月31日現在） （単位：百万円）

科　目 金　額 科　目 金　額
資産の部
流動資産

現金及び預金
受取手形
売掛金
契約資産
リース投資資産
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
賃貸資産
土　地
リース資産
建設仮勘定
その他
無形固定資産
その他
投資その他の資産
投資有価証券
繰延税金資産
退職給付に係る資産
保証金
長期前払費用
その他
貸倒引当金　

29,758
12,442
1,224
8,296

89
6,164
308
22

237
973
△2

34,953
19,003
8,320
620
474

6,855
519
87

2,125
1,032
1,032
14,917
7,646

26
4,190
1,418
460

1,177
△3　

負債の部
流動負債 13,467

買掛金 880
短期借入金 1,042
一年内返済予定の長期借入金 1,000
未払金 2,462
未払費用 3,625
リース債務 785
未払法人税等 816
賞与引当金 1,770
役員賞与引当金 30
その他 1,054

固定負債 10,789
社債 1,000
長期借入金 2,000
リース債務 1,168
繰延税金負債 1,769
退職給付に係る負債 7
再評価に係る繰延税金負債 874
長期未払金 3,755
その他 212

負債合計 24,256
純資産の部
株主資本 31,678
資本金 3,596
資本剰余金 3,440
利益剰余金 26,502
自己株式 △1,860
その他の包括利益累計額 6,996
その他有価証券評価差額金 2,990
土地再評価差額金 534
為替換算調整勘定 1,631
退職給付に係る調整累計額 1,839
非支配株主持分 1,779
純資産合計 40,454

資産合計 64,711 負債・純資産合計 64,711

連結計算書類
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連結損益計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
（単位：百万円）

科　目 金　額
売上高 61,493
売上原価 49,525
売上総利益 11,968

販売費及び一般管理費 7,859
営業利益 4,109

営業外収益 931
受取利息 128
受取配当金 99
持分法による投資利益 544
受取手数料 6
為替差益 109
その他の営業外収益 41

営業外費用 142
支払利息 128
貸倒損失 0
支払手数料 8
その他の営業外費用 5
経常利益 4,897

特別利益 5
固定資産売却益 5

特別損失 35
固定資産除売却損 32
その他の特別損失 2
税金等調整前当期純利益 4,867
法人税、住民税及び事業税 1,298
法人税等調整額 98
当期純利益 3,469
非支配株主に帰属する当期純利益 301
親会社株主に帰属する当期純利益 3,168
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貸借対照表

貸借対照表（2024年３月31日現在） （単位：百万円）
科　目 金　額 科　目 金　額

資産の部
流動資産

現金預金
受取手形
売掛金
契約資産
リース投資資産
商　品
製　品
仕掛品
原材料
貯蔵品
前払費用
未収入金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建　物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具・器具及び備品
賃貸資産
土　地
リース資産
建設仮勘定
無形固定資産
借地権
ソフトウェア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
出資金
関係会社出資金
関係会社長期貸付金
関係会社保証金
破産更生債権等
長期前払費用
前払年金費用
その他
貸倒引当金　

22,051
6,703
1,224
6,415

89
6,119

78
13
22

127
20

392
811
35
△2

28,031
12,340
4,049
108
209
98

363
474

6,452
519
63
643
46

568
28

15,047
4,928
3,479

72
2,189
905
136

1
460

1,540
1,337

△3　

負債の部
流動負債 9,623

買掛金 835
一年内返済予定の長期借入金 1,000
リース債務 264
未払金 2,212
未払費用 2,487
未払法人税等 684
未払消費税等 433
前受金 103
預り金 260
賞与引当金 1,312
役員賞与引当金 30

固定負債 9,338
社債 1,000
長期借入金 2,000
関係会社長期借入金 190
リース債務 511
繰延税金負債 802
再評価に係る繰延税金負債 874
資産除去債務 92
預り保証金 110
長期未払金 3,755

負債合計 18,961
純資産の部
株主資本 27,595
資本金 3,596
資本剰余金 3,416
資本準備金 3,405
その他資本剰余金 10
利益剰余金 22,443
利益準備金 667
その他利益剰余金 21,775
別途積立金 16,200
繰越利益剰余金 5,575

自己株式 △1,860
評価・換算差額等 3,526
その他有価証券評価差額金 2,991
土地再評価差額金 534
純資産合計 31,121

資産合計 50,083 負債・純資産合計 50,083

計算書類
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損益計算書

損益計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
（単位：百万円）

科　目 金　額
売上高 47,167
売上原価 38,196
売上総利益 8,970

販売費及び一般管理費 6,645
営業利益 2,324

営業外収益 982
受取利息 67
受取配当金 764
受取手数料 6
為替差益 110
その他の営業外収益 33

営業外費用 48
支払利息 36
貸倒損失 0
支払手数料 7
その他の営業外費用 3
経常利益 3,258

特別利益 2
固定資産売却益 2

特別損失 32
固定資産除売却損 32
その他の特別損失 0
税引前当期純利益 3,227
法人税、住民税及び事業税 1,052
法人税等調整額 △54
当期純利益 2,229
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連結会計監査報告

有限責任監査法人　トーマツ
名古屋事務所
指定有限責任社員 公認会計士 伊 藤 達 治業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 細 井 　 怜業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2024年５月17日

キムラユニティー株式会社
取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、キムラユニティー株式会社の2023年4月1日から2024年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、キムラユニティー株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ
るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切で
ない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、
単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策
を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

監査報告
連結計算書類に係る会計監査報告
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会計監査報告

有限責任監査法人　トーマツ
名古屋事務所
指定有限責任社員 公認会計士 伊 藤 達 治業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 細 井 　 怜業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2024年５月17日

キムラユニティー株式会社
取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、キムラユニティー株式会社の2023年4月1日から2024年3月31日までの第53期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、
我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場
合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎
となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策
を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

計算書類に係る会計監査報告
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監査役会監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第53期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告
書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計

監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人

等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、

重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子
会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社
から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に
関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保する
ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）
について検討いたしました。

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容

及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2024年５月23日

キムラユニティー株式会社　監査役会

常勤監査役 吉 村 　 真 ㊞
社外監査役 堀 口 　 久 ㊞
社外監査役 小 野 田 誓 ㊞
社外監査役 村田知英子 ㊞　

監査役会の監査報告

以　上
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株主メモ、株主優待制度

株主メモ
　

お知らせ
　

事業年度 4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会開催期 6月
株主確定基準日 (1)定時株主総会　3月31日

(2)期末配当　　　3月31日
(3)中間配当　　　9月30日

公告掲載URL https://www.kimura-unity.co.jp/
株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号

三井住友信託銀行株式会社
特別口座の
口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

郵便物送付先
(電話照会先)

〒168－0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
TEL:0120－782－031（フリーダイヤル）
受付時間9：00~17:00（土日休日を除く）
取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の本店
及び全国各支店で行っております。

単元株式数 100株
上場証券取引所 東京証券取引所スタンダード市場

名古屋証券取引所プレミア市場
証券コード 9368
URL https://www.kimura-unity.co.jp/
　

・住所変更、単元未満株式の買取・買増等のお申出先について
株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株
主様は、特別口座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式
会社にお申出ください。

・未払配当金の支払いについて
株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出くだ
さい。

株主優待制度
　
回　数 年2回

所有株式数 保有年数
優待内容

基本 長期優遇 合計
200株以上
1,000株未満

設定なし お米券　2kg お米券　2kg

1,000株以上
2,000株未満

2年未満 お米券　3kg お米券　3kg
2年以上 お米券　3kg お米券　2kg お米券　5kg

2,000株以上
2年未満 お米券　5kg お米券　5kg
2年以上 お米券　5kg お米券　2kg お米券　7kg

　

対　象 毎年3月31日現在及び9月30日現在の
200株以上保有する株主様

長期優遇とは、中間期末日及び期末日の株主名簿に同一株主番号で連続5回以上
記載又は記録されることをいいます。
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株主アンケート

株主アンケートについて

60代
19.4％

30代
13.0％

20代
1.7％

70代
6.5％

80代以上
1.3％

20代未満
1.3％

50代
28.0％

40代
29.0％

■ご回答いただいた株主様の年齢
0 10 20 30 40

21.4％
収益性 12.8％

配当利回り

12.3％
経営の健全性 11.8％

成長性

28.5％株主優待

8.3％事業内容

知名度・ブランド力

ESG・SDGｓへの
取組み

経営者の考え方・思い

その他

コーポレート・
ガバナンスの有効性
流通株式時価総額

1.6％
1.0％
1.0％

0.3％
0.6％

0.3％

■当社株式購入理由（複数回答）
0 20 40 60 80 100

長期保有

一部売却

未定

0.6％

7.7％

買い増し 8.2％

80.8％

全部売却 0.6％

短期保有 2.1％

■当社株式保有方針（複数回答）

主なトピックス

株主アンケート電子化について
昨今の電子化をうけて、これまではがき
による株主アンケートからWEBを活用し
たアンケート実施に切り替えをいたしま
した。

株主の皆さまの
声をお聞かせください

当社では、株主の皆さまの声をお聞かせいただくため、
アンケートを実施いたします。
お手数ではございますが、アンケートへのご協力をお願いいたします。

本アンケートは、株式会社プロネクサスの提供す
る「コエキク」サービスより実施いたします。
https://ＷＷＷ.pronexus.co.jp/

　

当社コーポレートサイトについて

②コーポレートサイトリニューアル
コーポレートサイトを2024年4月1日に
全面リニューアルいたしました。
デザイン刷新や全体構造の見直しとも
に、様々なデバイスに対応させ、より利
便性の高いサイトを目指しました。

コーポレートサイト
https://www.kimura-unity.co.jp/

①スタンダード市場部門「最優秀サイト」２年連続受賞
当社ホームページが、日興アイ・アール株式会社様が行っている「2023年度全上場企業
ホームページ充実度ランキング調査」において、スタンダード市場部門で「最優秀サイ
ト」に２年連続で選ばれました。

　　

2023年12月に実施させていただきました「第41回キムラユニティーからのアンケート」にご協力いただき、誠
にありがとうございました。大変多くの株主の皆様にご回答いただき、厚く御礼申しあげます。ここにアンケー
ト結果の一部をご報告いたします。

今後も、より一層のサービス向上に努めてまいりますので、引き続きご愛顧賜りますようお願い申しあげます。
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地図

日　時
　

2024年6月20日（木曜日）午前10時 ［受付開始］午前9時

会　場
　

名古屋市中区錦三丁目11番13号
ホテル名古屋ガーデンパレス　3階「栄の間」

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

この印刷物はベジタブルインクとFSCⓇ認証紙を使用しています。

株主総会 会場ご案内図
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交　通  A . 地下鉄「栄駅」1番出口から徒歩約5分（東山線・名城線）
 B . 地下鉄「久屋大通駅」4番出口から徒歩約5分（名城線・桜通線）
 C . 地下鉄「伏見駅」1番出口から徒歩約8分（東山線・鶴舞線）
D. 地下鉄「丸の内駅」5番出口から徒歩約5分（桜通線・鶴舞線）

駐車場のご用意はございませんので、公共交通機関をご利用くださいますよう、
お願い申しあげます。


